
令和５年度専門委員会の取組の状況について 

 

イ  安心安全な妊娠出産推進委員会（令和５年 11 月 1 日開催） 

【目的】 妊娠出産に関する母子保健上の課題や効果的な取組等について検討し、安心安全な妊娠出産の実現及び児童虐待予防を推進し、子どもの健やかな育ちを支

援する体制の構築を目指しのための母子保健対策を推進する。  
構成員 主な協議事項及び結果 

＜委員長＞ 

 澤田富夫 

（愛知県産婦人科医会長） 

 

・学識経験者 

・県産婦人科医会 

・県薬剤師会 

・県助産師会 

・児童虐待防止対策関係者 

・保健師（県、市町村） 

・県教育委員会 

（学校保健関係） 

 

       計  13 名  

１ 妊娠・出産をとりまく状況について 

・20 歳未満の出生数が減少しているが、性教育の効果として若年出産のリスクなどの知識が浸透しているのか、人口が減少によるのも

のなのか、みていく必要がある。 

【母の年齢が 20 歳未満の出生数（資料：人口動態統計）】  

愛知県  H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R4 全国  

出生数  65,615 64,226 62,436 61,230 57,145 55,613 53,918 51,152 770,753 

20 歳未満の出産数  747 678 581 488 425 363 304 266 4,558 

割合（％）  1.14 1.06 0.93 0.80 0.74 0.65 0.56 0.52 0.59 

 

・妊娠届出時の就業率が高くなってきており、産休に入ってから支援することとなり、早期介入が必要な妊婦に支援できない期間

が生じることが課題である。 

【妊娠届出時の就業率（資料：愛知県母子保健報告）】  

愛知県（名古屋市を除く）  H27 年度  H28 年度  H29 年度  H30 年度  H31 年度  R2 年度  R3 年度  R4 年度  

割合（％）  58.0 58.8 61.2 63.2 66.4 67.9 71.0 72.5 

 

２ 母子保健の主な取り組みについて 

(1) 幼少期からの性に関する知識の普及について 

 ・３歳児健康診査などで、アプローチしていくことは良い

取り組みであるため、多くの市町村で幼少期からの性に関

する 知 識の 普 及 に 取り 組 んで も ら え るよ う 情報 発 信を

してもらいたい。 

  ・幼少期からの性教育として、保育園、幼稚園に通うこど

もや保育士に対して実施できるよう努めてほしい。 

 
 

(2) さまざまな問題を抱える妊婦への支援の拡充について 

 ・妊娠・出産、性に関する健康問題等に関する電話相談を実施してきたが、日常的に電話で話をする機会が少ない若い世代にとっては、

相談のハードルが高いものとなっているため、2023 年度 6 月補正から、若年妊婦等が相談しやすい体制を整備するため、SNS を活用した

相談体制を構築するとともに、相談者のうち予期せぬ妊娠や経済的問題などを抱えた妊婦に、産科受診同行等のアウトリーチ型の相談支

援を開始し、多胎妊娠の不安を軽減するため多胎ピアサポート事業も実施した。また、支援が必要な対象へ様々な情報発信ができるよう、

新たにポータルサイトの構築している。 

 

３ 今後の対応 

・令和５年度、若年妊婦等を対象とした SNS を活用した相談体制を構築し、産科受診同行等のアウトリーチ型の相談支援を開始した。今

後は、これらの取組がさらに対象者にとって有効な取組となるよう相談体制の充実及び支援関係者の知識・技術の向上、支援が必要な対

象者への様々な情報発信に取り組む。 

・令和６年度より開始される「こども家庭センター」を見据えて、市町村における子育て世代包括支援センターが子ども家庭総合支援拠 

点と円滑な連携が取れるよう、母子保健担当課として児童福祉担当課と連携して充実強化に取り組む。 

令和４年度リーフレット活用実績 18 市町村  

 ３歳児健康診査  リーフレット配布  16 市町村  

 健診会場に掲示  １市町村 

 その他の時期  【各乳幼児健診】リーフレット配布  ２市町村  

 【小学生】集団指導  １市町村 

 【７月】広報等  １市町村 

 【常時】保健センターに配置  ２市町村 

令和５年度リーフレット活用計画 24 市町村  

 

資料 １―２ 

リ ー フ レ ッ ト 「 子 ど も の 性 に つ い て の 対 応 の 仕 方 、 伝 え 方 ～ 自 分 を 大 切 に す る 気 持 ち を 育 て る た め に ～ 」  


